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平
成
28
年
度
の
決
算
が
、
町
議
会
９
月
定

例
会
に
お
い
て
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
以
下
の

と
お
り
決
算
の
概
要
及
び
財
政
状
況
に
つ
い

て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
歳
入
は
、
前
年
度
に
比
べ
５

億
４
，５
３
５
万
円
減
の
74
億
９
，２
９
１
万

円
と
な
り
、
こ
の
う
ち
主
な
財
源
で
あ
る
町

税
は
24
億
２
，９
６
６
万
円
で
し
た
。

　

歳
出
は
、
前
年
度
に
比
べ
６
億
７
，４
５
２

万
円
減
の
69
億
６
，０
７
８
万
円
と
な
り
ま
し

た
。

　

歳
入
歳
出
差
引
額
か
ら
翌
年
度
へ
繰
り
越

し
た
事
業
の
支
払
い
に
使
う
財
源
を
差
し
引

い
て
も
、
４
億
２
，７
８
５
万
円
の
黒
字
と
な

る
た
め
、
健
全
な
財
政
運
営
が
行
わ
れ
て
い

る
と
言
え
ま
す
。

　

自
治
体
の
財
政
破
た
ん
を
未
然
に
防
ぐ

た
め
に
、
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
が
定
め
ら
れ
ま
し

た
。
こ
の
法
律
は
「
早
期
健
全
化
」
と

「
財
政
再
生
」
の
２
段
階
の
基
準
に
よ
っ

て
自
治
体
の
財
政
悪
化
を
チ
ェ
ッ
ク
す
る

と
と
も
に
、
国
保
会
計
な
ど
の
特
別
会
計

や
上
下
水
道
会
計
な
ど
の
公
営
企
業
会
計

な
ど
も
連
結
さ
せ
て
、
自
治
体
の
財
政
状

況
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

　

い
ず
れ
の
指
標
も
基
準
を
超
え
る
と
財

政
が
悪
化
し
て
い
る
と
判
断
さ
れ
ま
す
。

平
成
28
年
度
決
算
か
ら
み
る
町
の
財
政
事
情

町の財政指標をお知らせします
◆健全化判断比率

※（　）内は前年度の数値
※実質赤字比率と連結赤字比率は黒字のため「－」で示しています。

実質赤字比率 －  （－） 14.97％ 20.00％ 一般会計
連結実質赤字比率 －  （－） 19.97％ 30.00％ 一般会計・特別会計・公営企業会計

実質公債費比率 6.6％（6.4％） 25.0％ 35.0％ 一般会計・特別会計・公営企業会計
一部事務組合・広域連合

将来負担比率 23.5％（32.4％） 350.0％
一般会計・特別会計・公営企業会計
一部事務組合・広域連合・富士見町
開発公社

健全化判断比率 早期健全化基準 財政再生基準 対象となる会計

◆資金不足比率

※（　）内は前年度の数値
※各会計とも資金不足額が生じていないため、「－」で示しています。

会　　計　　名 資金不足比率 早期健全化基準

水道事業会計

下水道事業会計

観光施設貸付事業特別会計

－  （－）

－  （－）

－  （－）

20.0%

一般会計

歳入

74億9,291万円

69億6,078万円うち町税
24億2,966万円

歳出

（歳入から歳出を差し引いた額）

－

歳入歳出差引額 5億3,213万円

（翌年度へ繰り越す事業の財源）
＝

繰り越すべき財源 10,428万円

（実際の黒字額）

実質収支額 4億2,785万円

黒
字

問



財政指標でみると、「将来負担比率」は8.9ポイント改善

◆将来負担比率の計算式

◆
将
来
負
担
比
率

　

財
政
指
標
の
ひ
と
つ
に
「
将
来
負
担
比
率
」
が
あ
り
ま
す
。
こ
れ
は
、

一
般
会
計
が
将
来
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
、
ま
た
は
負
担
す
る
見
込

額
（
町
債
な
ど
）
が
、
町
の
標
準
的
な
財
政
規
模
に
対
し
て
ど
の
位
の
割

合
を
占
め
て
い
る
の
か
を
表
す
指
標
で
す
。

　

左
図
を
見
る
と
、
前
年
度
よ
り
減
少
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
は
、
パ
ノ
ラ

マ
ス
キ
ー
場
施
設
の
買
取
り
の
際
の
起
債
を
返
済
す
る
た
め
に
、
前
年
度

に
行
っ
た
基
金
の
取
崩
し
が
な
く
な
っ
た
た
め
で
す
。
基
金
へ
の
積
立
て

は
継
続
し
て
い
る
こ
と
か
ら
貯
金
が
増
え
、
将
来
負
担
比
率
が
改
善
さ
れ

ま
し
た
。

町の貯金（基金）は増加しています
　

将
来
負
担
比
率
が
減
少
し
た
理
由
は
上
記
で
述
べ
た
と
お
り

で
す
が
、
町
の
貯
金
で
あ
る
基
金
の
状
況
は
ど
う
で
し
ょ
う

か
。

　

貯
金
の
主
な
も
の
と
し
て
、
財
政
調
整
基
金
と
減
債
基
金
が

あ
り
ま
す
。
財
政
調
整
基
金
は
、
災
害
な
ど
〝
い
ざ
〞
と
い
う

時
や
ま
ち
の
づ
く
り
の
た
め
の
貯
え
と
な
り
ま
す
。
減
債
基
金

は
借
入
返
済
の
た
め
の
も
の
で
、
平
成
27
年
度
に
７
．２
億
円

を
取
崩
し
て
い
ま
す
。

　

例
年
、
そ
の
年
の
財
政
状
況
を
勘
案
し
て
、
取
崩
し
と
積
立

て
を
行
っ
て
お
り
、
平
成
28
年
度
に
つ
い
て
は
、
い
ず
れ
の
基

金
も
増
加
し
ま
し
た
。

※『将来負担する見込額 ＜ 町の財政規模』 になるほど財政は良い。350%を超えないことが求められています。

将来負担する見込額
将来負担比率 ＝

－

町の標準的な財政規模

充当可能な財源
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将来負担見込額
充当可能財源
（単位：億円） 将来負担比率
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◆歳入の特徴
　町の主要財源である「町税」は、前年度に比べ2,423万円の増額となりました。中でも固定資産税については、企業
の設備投資により償却資産分が増加した影響が大きく、2,025万円増の14億1,171万円となりました。「繰越金など」
は、前年度にパノラマ施設買取りに係る起債の繰上償還のための減債基金からの繰入金7億2,148万円がありましたが、
平成28年度では行われなかったため減額となりました。「地方交付税」は8,057万円の増でしたが、地方消費税交付金
2億7,547万円を含む「交付金など」が、4,662万円の減額となりました（引上げ分の地方消費税について主な充当先を
下記に明示）。その結果、繰入金の減額が大きく影響し、決算総額では「自主財源」49.5％、「依存財源」50.5％の割
合となりました。また、「町債」では臨時財政対策債2億8,000万円、学校教育施設等整備事業債2,270万円、緊急防
災・減災事業債600万円の借入を行いました。

◆歳出の特徴
　「投資的経費」では、町民広場電気設備改修工事や本郷小学校トイレ改修工事、仮称ゆめの森多目的交流広場の設計
を行いましたが、前年度の富士見森のオフィス整備工事の支出がなくなったことにより減額となりました。「その他の
経費」では、前年度のパノラマ関係の繰上償還分の観光施設貸付事業特別会計への「繰出金」がなくなったことによる
減額により、割合が減少し、「義務的経費」が増加しました。

【引上げ分の地方消費税（1億1,201万円）についての主な充当先は下記のとおり（事業費）】
・総合福祉（民生委員や社会福祉団体関係費など）……… 3,456万円
・医療関係（国民健康保険・後期高齢者医療制度や乳幼児医療、各種健診費など）……… 2億7,347万円
・介護高齢者福祉（介護保険や高齢者福祉関係費など）……… 1億7,235万円
・子ども子育て（保育園経費や子育て支援関係費など）……… 3億6,996万円
・障がい者福祉（障がい者手当や関係団体補助費など）……… 1,810万円　

特別会計の決算 公営企業会計の決算

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
観光施設貸付事業特別会計
富士見財産区特別会計

本郷・落合・境財産区特別会計
乙事財産区特別会計

会　計　名会　計　名 歳　入 歳　出
収益的収支
資本的収支
収益的収支
資本的収支

６億5,983万円
2,565万円

１3億2,310万円
1億7,014万円

５億3,202万円
3億1,047万円
１0億2,775万円
7億9,145万円

歳　入 歳　出
20億 37万円
１億8,395万円
1億4,845万円
1,883万円

３億8,129万円
513万円

１6億3,189万円
１億8,002万円
1億4,075万円
１,756万円

３億8,001万円
463万円

水道事業会計

下水道事業会計

※グラフおよび表中の金額については、単位調整をしていますので
　合計が一致しない場合があります。

一般会計の決算【歳出】

平成28年度 一般会計・特別会計・公営企業会計の決算状況平成28年度 一般会計・特別会計・公営企業会計の決算状況

69億6,078万円（76億3,530万円）
町民1人あたり　48.0万円（50.9万円）

一般会計の決算【歳入】
74億9,291万円（80億3,826万円）
町民1人あたり　51.7万円（53.6万円）

町税
24億2,966万円
（24億543万円）

繰越金など
12億8,138万円
（17億6,022万円）

町債
3億870万円

（3億5,610万円）

町税
24億2,966万円
（24億543万円）

繰越金など
12億8,138万円
（17億6,022万円）

地方交付税
20億327万円

（19億2,270万円）

町債
3億870万円

（3億5,610万円）

国県支出金
9億9,125万円

（10億6,854万円）

人件費
11億3,859万円
（11億6,181万円）

扶助費
5億8,886万円
（5億2,353万円）

投資的経費
5億6,518万円
（7億5,407万円）

人件費
11億3,859万円
（11億6,181万円）

その他
6億3,337万円
（3億7,743万円）

扶助費
5億8,886万円
（5億2,353万円）

公債費
5億9,741万円
（5億7,982円）

義務的経費
33.4%
（29.7%）その他の経費

58.5%
（60.5%）

投資的経費
5億6,518万円
（7億5,407万円）

補助費等
15億6,996万円
（16億2,013万円）

物件費
13億2,721万円
（12億2,844万円）

繰出金
5億4,020万円

（13億9,007万円）

交付金など
4億7,865万円
（5億2,527万円）

【自主財源】
49.5%
（51.8%）

【依存財源】
50.5%
（48.2%）

※（　）内は前年度の数値

平成29年度上半期財政状況（平成29年4月～9月）は、紙面の都合により町ホームページ、および広報ふじみ12月号に掲載します。
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